２００８年４月１６日
消費税廃止各界連の08年度運動方針
〈はじめに〉

　この間の全国の運動と世論によって、政府・財界が目論んだ「07年度をめどに」消費税を増税するというシナリオを狂わせたことは、大きな成果である。このことを全国の組織、構成員、役員・活動家は確信とすることが重要である。

　同時に、参院選後の情勢は、「国民の声が政治を変えることができる」状況をつくりあげている。新法が強行されたもののテロ特措法の期限切れでインド洋から自衛隊を一時撤退させたこと、被災者生活再建支援法の抜本改善やＣ型肝炎被害者への国家的な救済補償、原爆症認定基準の前進、ガソリン税などの暫定税率と思いやり予算の期限切れ、政府・与党の道路特定財源の09年度からの一般財源化表明など、この間数多くの成果を勝ちとっており、「わくわくする情勢」のもとで、消費税増税反対のたたかいの国民的運動を呼びかけるものである。

　しかし、消費税の増税か税率引き上げ阻止かは、支配層との階級的なたたかいであり、安易に前進を勝ちとることができないことも事実である。今年がたたかいの大きな山場であることを肝に銘じ、気を引き締めたたたかいをすすめよう。

　本日の会議の目的は、
①政府・与党・財界の０８年度中の増税のねらいを打ち破るための学習と全国的な意思統一をおこなうこと、
　②そのためにも各地のすすんだ活動・経験を交流し、学び合い創意工夫をいっそう進め消費税増税勢力を孤立させること、
　である。

〈07年度の運動の特徴〉

　①消費税増税の狙いを打ち砕き延期表明させた運動
　昨年初から「07年度をめどに消費税を増税する」という政府・財界からの狙いを大宣伝し、４月のいっせい地方選、７月の参院選で消費税を争点化し、「増税勢力に審判を下す」ための大運動を呼びかけた。とくに、定率減税廃止と住民税増税が押し寄せる６月の運動を重視し、全国民的規模での宣伝、対話、相談活動などをすすめたこと、消費税の悪税としての本質と「社会保障のため」と言われながら歴史的事実として消費税収が法人3税の穴埋めに使われ社会保障は改悪の一途であったことなどを徹底して知らせてきたことなどが、7月の参院選で与党を歴史的な過半数割れに追い込む力となった。
４月に「消費税導入19年目、全国いっせい怒りの宣伝行動」（３月30日～４月２日）を呼びかけて運動を強め、地方選でも消費税問題が重要な国民的課題であり国政に影響を及ぼす選挙として重視し有権者への働きかけを強めてきた。兵庫県各界連が県議候補・神戸市議選候補へ、福岡県各界連が県知事候補と政党に消費税問題でアンケートをおこなうなど地域独自のとりくみも広がった。
　5月に開いた代表者会議では「年末までに１０００万対話・署名」を呼びかけ、７月の参院選の選択が決定的であるという位置づけをはっきりさせ、参院選勝利のために全力をあげることを意思統一した。
　６月の定率減税廃止と住民税増税の国民的な増税攻撃には、政府は前年末から「税源移譲なので所得税と住民税の合計は変わらない」と宣伝してきたが、定率減税廃止を言わないごまかしを大宣伝で打ち破るとともに、国保、介護保険、保育料などで多くの負担が「雪だるま」式に庶民にかかってくる全国民的な増税であることを広く知らせた。「特大横断幕」「１週間連続宣伝」「市役所前での対話・宣伝」「公園にテントを張っての宣伝・相談活動」などマスコミにも取り上げられる活動を繰り広げた。「なぜこんな増税になるのか」「計算間違いではないか」「誰が決めたのか」という怒りが高まり、電話や問い合わせ・直接の抗議など１００万人がなんらかの行動を起こしたと言われるほどの国民的な行動となった。各界連は加盟団体の行動に加わるとともに、「この重税の上にさらに消費税増税は許せない」と０７年秋からの増税論議に対する怒りを組織し参院選での審判の重要性を知らせてきた。
　7月の参院選にあたっては、中央各界連、なくす会、保団連、神奈川、京都、高知などで政党・候補者へのアンケートや公開質問状にとりくみ、候補者の消費税増税にたいする態度を構成員・有権者に対して、重要な判断材料としてニュースなどで広く知らせてきた。回答の中では、自民党・公明党では「消費税を含む税体系の抜本的改革にとりくむ」、民主党では「当面は反対」「消費税の福祉目的税化の検討」などが目立った。
　７月の参院選での歴史的な敗北を受け、９月に安倍首相が政権を投げ出して辞任し、後任の福田首相は、「構造改革」路線などでの一定の手直しを余儀なくされた。改憲・消費税増税のねらいは捨てていないものの、11月半ばには「08年度の増税は断念」と表明した。
　参議院での与野党逆転を受け、「国民の声が政治を動かす」状況がつくられるとともに、「消費税増税反対」署名への紹介議員が22人から104人へと激増する変化も生み出した。
②学習、宣伝、署名のとりくみ
　毎月の定例宣伝を軸に、強化期間などの節を設けて、全国で粘り強い宣伝行動にとりくんできた。中央各界連では、07年４月の「いっせい宣伝行動」に続き、10～11月を「消費税増税計画やめよ、１０００万をめざす署名・宣伝・学習強化期間」を呼びかけた。

各地の宣伝では、駅頭だけでなく地域や商店街の戸別訪問、スーパー前や管轄の自治体すべてでの宣伝を重視するとりくみも前進している。首相宛はがき、ジャンボビラ、クイズ、シール投票、宣伝カーテープ、ティッシュ配布、ジャンパーや着ぐるみ、ロングラン宣伝、ちょうちんデモ、お花見宣伝、門前市宣伝、新聞１面全面意見広告など創意ある宣伝が工夫されてきた。

中央各界連では、こうした宣伝の推進を図るため「本当に必要？　消費税増税」リーフレットを約30万部作成・普及してきた。08年１月には新ポスターを作製し、３月までに約１０００枚を普及した。また、07年９月には、中央各界連のホームページも開設した。

また、年金財源のための消費税増税攻撃に対抗して、社保協との共同宣伝を重視し、07年９月からとりくみを実施している。地方でも同様の共同が広がっている。

中央各界連は11月14日に「年金・社会保障口実の消費税増税は許さない」学習会を開き11団体9都県から56人が参加した。午前中には40人で1万６千余の署名を提出した。地方でも１年間に北海道、新潟、宮城、秋田、福島、千葉、東京、神奈川、愛知、三重、福岡、沖縄など県段階での広範な学習会、講演会、セミナーが開かれ、この間切りひらいてきた情勢の変化と運動報告に確信を広げた。また地域の草の根の学習会が各地でおこなわれた。そのなかでは、「年金・社会保障のため」というごまかしと19年間の消費税の実態、行過ぎた大企業・大資産家への減税など不公平税制をただせば財源はあること、などを学び、行動の力にしてきた。

07年5月の代表者会議で提起した１０００万対話・署名の運動は、目標にはおよばなかったが、各地で歓迎されて運動の大きな柱にすえる団体が増え、年末までに約２００万（全建総連の署名を加えると３００万）、３月末までに２５０万（同３５０万）に到達した。

③国会・地方議会への運動、地域各界連再建などのとりくみ
07年５月17日に「全国代表者会議」をおこない、１８団体２４県、１０６人が参加した。午前中は50人で国会要請をおこない、3万余の署名を提出した。５月21日に財務副大臣に「消費税増税中止」を申し入れた。宮城ネットが独自に11月末に１２２団体の賛同署名を持ち国会要請をおこなった。地方自治体の意見書採択はまだ全国的な広がりになっていないが、新潟県で４市３町、宮城県で５市4町、秋田県で06年12月に全25自治体陳情の結果10市8町３村の21自治体が採択、07年12月にも現在までに６市7町３村の16自治体が採択、などが実現している。

「増税やむなし」論に対して正面から立ち向かうためには全国各地で各界連が草の根からの継続した運動を続けることが必要との話し合いがおこなわれ、新潟市中地域、埼玉・坂戸鶴ヶ島、岡山・倉敷、福岡・門司、同・大牟田などで再建や再編強化する動きが起こっている。全体では、約３５０の各界連が創意工夫をこらした活動をすすめている。これらの各界連では、継続した活動をすすめる上での苦労もあるが、粘り強い努力がおこなわれている。
　広範な団体を結集した「宮城ネット」が毎年連続の学習会を開き、長野県各界連が07年5月に業界団体も含めた懇談会を開く、福岡県各界連がことし団体訪問を決めるなど、新しい広がりが生まれている。
〈消費税をめぐる情勢〉

①増税勢力の動向　

　福田首相は08年１月からの１６９通常国会で「（09年度の基礎年金への国庫負担増額に関連して）消費税を含む税体系の抜本的改革について早期に実現を図る必要がある」と期限を区切って、消費税増税に意欲を示した。さらに社会保障国民会議を立ち上げ、6月に中間まとめをおこない、秋からの増税論議へのテコとすることを狙っている。
　政府税調は07年11月20日に「抜本的な税制改革に向けた基本的考え方」と題した答申を発表し、消費税を「税制における社会保障財源の中核を担うにふさわしい」と位置づけた上で消費税増税の方向を打ち出すとともに、配偶者控除や扶養控除の縮小・廃止などのサラリーマン増税も提案した。同時期には、経済財政諮問会議に御手洗・経団連会長ら民間議員４人が「社会保障の給付水準を維持するなら、2025年までに最大31兆円の増税が必要（消費税率に直すと17％に匹敵）」との試算を発表した。（10月17日）。財政制度審議会（11月19日）、自民党財政改革研究会の中間とりまとめ（11月21日）、与党「税制改革大綱」（12月13日）も、それぞれ消費税増税を打ち出した。
「増税反対」世論の根強さと参院選の結果を受け、民主党は「次の選挙までは消費税を据え置き」、増税する際は「増税幅、時期を明示して、総選挙の公約として国民に真を問う」としている。参院選後、「消費税増税反対」署名に対する民主党の紹介議員は9人から58人に急増（衆参の全会派では104人の議員が紹介議員に）しており、全ての政党・会派の議員に要請する運動の重要性とともに、民主党に公約実行を迫ることの大切さを示している。
　昨年秋以降、マスコミからも、年金・社会保障財源を口実に「消費税増税やむなし」との政府・財界の意向に沿ったキャンペーンが強まっている。「朝日」は12月9日に「消費増税なしに安心は買えぬ」との大型社説に続いて、1月５日の社説では「社会保障費が膨らむもとで消費税を引き上げないですむのか」と強調している。「日経」は基礎年金を全額基礎方式にし、消費税税率を５％引き上げ、10%とする研究会報告を発表し、これとほぼ同じ内容が自民党税調や研究会でも検討されている。「読売」は１月の社説で「消費税を社会保障目的税に」「社会保障国民会議で消費税増税論議の開始を」と提言し、４月16日からは「基礎年金を税方式で」とのキャンペーンを開始している。
　政府が強行成立させた08年度政府予算案では「大企業・大資産家への減税」の拡大・継続、社会保障の引き続く２２００億円の削減と「道路特定財源」「暫定税率」の10年継続をおこなう一方、利権がらみの5兆円の軍事費には手付かずで、国民軽視の姿勢が鮮明となっている。
３月末で暫定税率が期限切れとなったことに加え、年金問題、イージス艦衝突事故、沖縄少女暴行事件など数々の失政から福田内閣の支持率は下がっており、「４月危機」と言われる中、国会情勢はいっそう緊迫している。

②国民生活の実態

　大企業が大もうけをあげる一方、労働者の所得は９年連続で減少し、年収２００万円以下のワーキングプアが１０２３万人となり、生活保護世帯が１００万を突破し、国民保険料の滞納世帯は４７５万となるなど、貧困と格差の広がりは、依然深刻になっている。これは、庶民増税・社会保障の切り捨てとともに、賃金切り下げ、リストラ、不払い残業、不正規雇用の増大、単価引き下げなどで庶民の所得が大企業に移転されていることによるものである。
中小業者は、長引く消費不況に加え、最近の原油・原材料高、建築確認の画一的厳
格化などによる建築不況が経営を圧迫している。さらに免税点が１０００万円に引き下げられた改悪消費税法下の３回目の確定申告をへて、「払いきれない消費税」により生活と経営の困難が増大している。
さらに消費税だけでなく、給与所得控除や人的控除の廃止・縮小によるサラリーマン増税も検討されており、実施されれば、家計と日本経済に計り知れない打撃を与えることとなる。

　また、多くの国民の反対を押し切って4月１日から後期高齢者医療制度が強行された。４月15日からは医療・介護保険料の年金天引きという「強制徴収も」開始され、混乱が広がるとともに、国民の苦難と怒りはいっそう高まっている。
③国民の意識動向

政府・財界・マスコミの増税誘導にもかかわらず、この間の世論調査では多くの国民が「社会保障の財源であっても消費税増税に反対」と回答しており、反対世論は根強い。昨年１１月には、ＮＨＫ世論調査で消費税増税に「反対」４１％、「賛成」２８％と報道され、「朝日」１１月６日では「社会保障財源に消費税」の問いに対して、「納得できる」３６％に対して「納得できない」５４％を占めたことが報道された。「通販生活」08年春号は、08年秋冬号で呼びかけた「持続可能な年金制度」の６つの案に対しての国民投票結果を掲載したが、上位3つを「消費税アップに反対」とする論者の提案が占め、合計で約７割が「消費税増税反対」との結果となった。雑誌「世界」０８年３月号では、１５００人へのアンケート結果として「福祉社会を支える財源としての消費税増税問題」を聞いたところ、８割が「反対」であったことを報道している。

④経済団体、労働組合の動向

経済団体、労働組合からも批判が強まっている。

経済団体では「全国あまねく景気回復の実感が持てない現段階での増税論議は、経済・社会に多大な影響を与えるため慎重に対応すべき」（日本商工会議所の平成20年度税制改正要望、07年9月19日）、「財政再建のための拙速な消費税率の引き上げの議論は行わないこと」（全国中小企業団体中央会、07年10月、平成20年度の税制改正に関する要望）と表明している。日本チェーンストア協会も平成20年度税制改正要望で「①歳出削減への取り組みを着実に進めていただくこと②全ての国民の十分な理解と納得を得る必要があること③消費税と年金を議論する際は公平性・透明性を図ること」を上げ、安易な増税論議にすすむことに反対を表明している。また、全国商店街振興組合連合会など10団体代表が参加した2月19日の「全国中小小売商サミット」では「宣言」の中で、「３、消費税率の引き上げ絶対反対」として「現在各方面で『消費税率の引き上げ』が議論として持ち上がっているが、未だ景気回復の実感のない中小商業者にとっては経営に多大な影響が及びかねず死活問題である。まず、国民全体が景気回復を実感できる力強い持続的成長に向けての政策運営、徹底した歳出の削減、行財政改革の断行が先決であり、安易に消費税率を引き上げないよう強く要望する」と決議している。
労働戦線では全労連が消費税増税反対運動を推進し、今回の春闘で「消費税増税反対、減税」の要望項目で中小企業経営者との懇談活動をすすめ、５月からの「憲法闘争強化月間」では消費税・後期高齢者医療を重視した「Ｋ２５」ビラの大量活用を決めている。連合は、社会保障国民会議に参加した高木会長が「消費税の引き上げ論のアリバイ作りみたいな論議の場と受け止められることがないように」とクギを刺し、2月実施の税制アンケート「税制や社会保障費の負担増加を実感」が９０・１％、「消費税増税に反対」が63・２％という結果を発表している。
〈たたかいの方向と重視する点〉

年金・社会保障財源を口実した消費税増税への動きに対して、消費税廃止各界連絡会の存在意義をかけたたたかいが求められている。
当面、次の点を運動の目標に掲げ、全力をあげる。

①１０００万対話・署名を引き続き運動の軸にすえて、「増税反対」の国民世論の過半数獲得をめざし推進する。当面6月末の１６９通常国会終了までを大きな節目としてとりくむ。
②国会内に消費税増税反対の一点での賛同を広げていく。そのために、総選挙にむけて、消費税引き上げ反対の大きな国民世論をつくり上げ、争点に浮上させる運動を展開し、政党・候補者が「引き上げ」を口にできない状況をつくり出す。

③現在、社会保障費の財源問題と消費税引き上げ問題が、財界・政府のイデオロギーとして展開されている。これに対し多くの国民が根強い反対を示しているが、イデオロギー攻撃が国民分断の側面を持っていることを重視し、国民的反撃でこれを打ち破っていく。

④地域各界連の幅広い再建・強化をはかり、宣伝・対話、団体懇談、自治体・議員要請などでの全自治体をカバーする規模の草の根の運動を広げていく。
●その際、政府・財界の消費税増税路線は経済を後退させる最悪の選択であり、家計を応援する庶民減税と社会保障の充実こそが経済発展の道である、という「攻めの宣伝」を繰り広げる。そのために、以下の点を重視していく。
・「社会保障のため」と言われながら社会保障改悪の連続、消費税のこれまでの税収は
大企業・大資産家への減税に消えた、という消費税19年の事実を広く知らせていく。
・「定率減税を廃止し年金の基礎年金にあてる」とした公約を踏みにじってきたウソと

ごまかしを追及する。２兆８千億円の増収分のうち年金にあてたのは４分の１の7千

億円で残りは「財政の健全化を図るため使わせていただいた」と額賀財務相が1月25

日に答弁している。

・年金などを口実に低所得者・庶民への増税を社会保障の財源とすることが、不公平

税制に目をふさぎ、「社会保障」への国の責任を放棄することであり、貧困と格差をい
っそう拡大する最悪の選択であることを知らせる。
・この間の行き過ぎた大企業・大資産家向けの減税という不公平税制を是正すること、不要不急の大型開発、５兆円規模の軍事費、10年で59兆円の「中期道路計画」、政党助成金などの無駄遣いの見直しなどによる税収増の試算を広く知らせ、増税なしでも社会保障財源をつくり、財政再建をすすめていくことは可能であることを宣伝していく。
・消費税の「福祉目的化」、「福祉目的税化」の危険性とごまかしを明らかにしていく。
・地方財政の困難につけこんでの「地方消費税増税」宣伝や「法人事業税」をなくし

て法人負担を軽減する政府・財界の狙いを知らせる。
・各階層の実態、予算の無駄遣いなどあわせ、「庶民には増税、大企業・大資産家には

減税の不公平をただせ」「米軍支援に３兆円」「生活費に税金をかけるな」などの声を

強めていく。
・消費税の持つ６つの問題点（消費を冷やす、逆進性、中小企業つぶし、輸出戻し税、
リストラ促進、軍事費財源）の本質を知らせる。
・税制のそもそもの学習を強めると同時に、税制が本来持つ重要な機能としての再分

配機能強化の必要性を訴える。
・財政赤字、年金はじめ社会保障の財源など国民の不安・疑問にかみ合った対話を広
げていく。
・政府・与党、財界、学界、マスコミなどから流される「消費税は公平」「増税はやむ
を得ない」「地方財源強化」「負担増は払わないほうが悪い」などのイデオロギー攻撃
を軽視せず、学習、宣伝、対話をつよめ打ち破っていく。
●地域・地方で重視する点
・自治体や地域の人口・有権者数などと、各団体の支部や分会などの組織勢力などを
明確にし、「大運動をまきおこすために、どういう規模の運動が必要か」「そのための
草の根の地域各界連がどれだけ必要か」など、具体的なイメージを明らかにしていく。
・各種宣伝物を活用し、対話を重視した攻勢的宣伝を強める。シール投票、ひとことメッセージ、独自の宣伝チラシ、ティッシュなどを工夫する。
・地域の各層・各分野のこれまでの枠を超えたあらゆる団体に署名での協力申し入れ
や懇談を強める。
・地方議会に、消費税増税反対の国への意見書採択の要請をつよめる。
・地元国会議員・候補者への消費税増税反対の要請行動をつよめる。

●中央各界連としての努力方向
・広範な中央団体への申し入れ、懇談を強め共同を広げる。
・著名人の「増税反対」メッセージを組織し、世論形成への武器とする。
・ニュース発行の頻度をあげて情報の提供、交流を促進する。
・毎月の宣伝用にチラシ版下、スポット例を提供する。
・新しい大量普及の宣伝物を検討する。
・ホームページを充実させていく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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